
27 

 

厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 
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分担研究報告書 
 

「秋田県における『にも包括ケアシステム』の構築に向けて：ICT を活用した 
精神保健福祉センターと保健所の連携」 

研究分担者 清水徹男 
（秋田県精神保健福祉センター 所長） 

  

研究要旨 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム（「にも包括ケアシステム」）構築

は、我が国の地域精神保健の喫緊の課題である。しかし、広大な面積を擁し過疎と人口減

少に悩む秋田県のような地方で「にも包括ケアシステム」を構築することは容易なことで

はない。広義の精神障害者のうちでも、特に通常の医療にはつながりにくいのは PNPCC

（persons not properly cared in the community）である。PNPCC には、頻回措置入院者、

長期入院者、未治療・治療中断者、依存症、ひきこもり、自殺ハイリスク者などが含まれ

る。PNPCC については市町村が一次予防や相談支援の第一次窓口の役割を担うが、多くの

市町村はそれに対応する人材とノウハウを持ってはいない。保健所は管内の市町村を支援

する役割を担う。しかし、保健所も十分な人材とノウハウを有するわけではない。秋田県

精神保健福祉センター（以下、当センター）は、当センターの持つ PNPCC への相談支援

の能力・実績を活かして保健所の「人材育成・体制整備によるボトムアップ式の『にも包

括』ケアシステム構築支援」を目指す。 

そのためのモデル事業として、依存症と引きこもりを対象とした保健所の機能強化を行

っている。依存症と引きこもりは PNPCC のなかでも数の多いものにもかかわらず、その

支援の困難さから地域精神保健では取りこぼされがちなものであるからである。当センタ

ーは令和元年から依存症支援整備事業を実施しており、平成 25 年より引きこもり相談支援

センターを運営している。すなわち、ふたつのモデル事業を行う素地が整っている。そこ

で当センターは、以下の 3 つの研究を行った。研究①：保健所の人材育成・体制整備によ

るボトムアップ式の依存症支援体制整備、研究②：引きこもり相談支援体制構築への依存

症支援体制整備事業の応用、研究③：当センターと保健所の連携を支える ICT network: 

Akita Mentalhealth ICT Network (AMIN) の構築。研究①の結果、ツールの提供、実践研

修・ワークショップの開催、出張事例検討会の開催などさまざまな手段を重層的に用いた

保健所の人材育成・体制整備によるボトムアップ式の依存症支援体制整備は、地域におけ

る依存症支援に有用であることがわかった。また、研究②により、引きこもり相談支援体

制構築に依存症と同様の人材育成・体制整備によるボトムアップ式の支援体制整備の準備

が整った。研究③の AMIN 構築は、保健所の「人材育成・体制整備によるボトムアップ式

の PNPCC 支援体制整備」を下支えするものとなることが期待される。 

 

研究① 依存症支援ツールの普及と保健所

におけるその活用支援 

 

Ａ．研究目的 

令和元年、アルコール健康障害対策推進 

基本法に基づき、アルコール健康障害対策

の総合的かつ計画的な推進を図るために 

「秋田県アルコール健康障害対策推進基本

計画」が策定された。この基本計画を受け

て秋田県精神保健福祉センター（以下、当

センター）が中心となって「依存症支援体

制整備事業」を推進している（図 1, 2）。 
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図２ 、 令和２ 年度 依存症⽀援体制整備事業
依存症⽀援を⾏う関係機関が連携を強化し、

相談⽀援体制を整備することにより当事者や家族を⽀援する

スキルアップ研修会

県⺠向け啓発キャンペーン活動

⽀援ガイドブックの普及
ASAT-Aプログラム

普及・改良

出張事例検討会

依存症⽀援体制連携会議

活動への助⾔指導

当事者の⾝近な相談機関での充実した⽀援が広がる

①広報啓発
依存症は「病気」であるが「回復する」ということを

啓発し、治療につなげる。

②⾃助グループ等への育成⽀援
⺠間団体や⾃助グループ等の活動を⽀援することで、

活動を広げる⼀助とする。

③地域の相談機関への技術⽀援
⾝近な相談機関において、⽀援を必要とする⼈が⽀援

を受けられるようにし、回復につなげていく。

④地域における⽀援体制構築
県内の相談機関等が⼀堂に会し、秋⽥県の依存症⽀援体

制を構築するために必要なことを検討する。

模擬ミーティング

⽀援ツール活⽤ワークショップ

活動費の助成

⑤回復⽀援及び家族⽀援
当事者及び家族に対するグループ⽀援を実施する

回復プログラム実施
（当事者）

家族への個別⽀援

 

 

加えて令和 3 年 3 月には秋田県ギャンブ

ル等依存症対策推進計画が策定され、当セ

ンターが中心となってギャンブル等依存症

当事者とその家族に対し、相談、医療、回

復支援の関係者による連携した支援体制を

構築することとなった。依存症支援体制整

備の基本的方向性として、精神保健福祉セ

ンターと保健所を中心とした依存症に関す

る相談体制の整備が謳われている。しかし、

県内で依存症に対する相談・支援業務に積

極的に関わる保健所の数は少ないのが現状

である。 

本研究の目的は、当センターが保健所の

人材を育成し、保健所の依存症に対する相

談・支援体制を向上させることを通じてボ

トムアップ式の依存症ケアシステムの構築

支援を目指すものである。（図 1 の精神保

健福祉センターの③赤字部分、及び図 2 の

③を参照のこと。） 

 

Ｂ．研究方法 

保健所の人材を育成し、保健所の依存症

に対する相談・支援体制を向上させるため

に、①支援ツールの活用ワークショップの

開催、②保健所を会場とする依存症出張事

例検討会の開催、③SAT-G の講習会の開催、

の 3 つの事業を行った。 

 

①支援ツールの活用ワークショップ 

保健所の依存症に対する相談・支援をよ

り向上させるために、昨年度に当センター

が開発した依存症支援の 2 つのツール、す

なわち、当事者向けの「秋田版アルコール

依存症回復支援プログラム ASAT-A: Akita 

version SAT for Alcoholics」(以下、ASAT-A 

と略す、図 3) 及び、支援にあたる保健所保

健師向けの向けの「アルコール依存症―支

援者のためのガイドブック」（図 4）の普及

とその活用を図る活動を行った。 

 

 

 

 

県内 3 ヶ所（県北地区、中央地区、県南

地区）で支援ツール活用ワークショップを

開催した。その内容は、支援ガイドブック

の説明と、ASAT-A について講演、実技（デ

モンストレーションとロールプレイ）であ

る。 
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②依存症出張事例検討会 

依存症出張事例検討会は 4 保健所を会場

として 5 回開催した。当センターからは所

長である精神科医と臨床心理士、保健師が

参加した。うち 2 回は COVID-19 流行のた

め Web 開催となった。 

 

③SAT-Gの講習会 

ASAT-A を実施するにはその母体となっ

た島根ギャンブル障がい回復トレーニング

プログラム (Shimane Addiction recovery 

Training program for Gambling 

disorder：以下、SAT-G と略す) の講習受

講が必要なため、依存症支援スキルアップ

研修会として SAT-G の講習会を、全国精神

保健福祉センター所長会研究班による研修

事業の機会を利用して Web 開催した。 

 

Ｃ．研究結果 

①支援ツールの活用ワークショップ 

3 回の秋田県版支援ツール活用ワークシ

ョップの開催日と参加者数は、 

県南地区：令和 2 年 9 月 10 日、19 名 

県北地区：令和 2 年 10 月 7 日、15 名 

中央地区：令和 2 年 11 月 10 日、24 名であ

った。参加者の内訳と参加者のアンケート

結果を図 5 に示す。 

 

図５ 令和２年度 ワークショップの開催
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なお、支援者ガイドブックは、7 月に県

内各保健所に配布した。ワークショップの

際には、保健所以外の参加者からも本ガイ

ドブックの配布希望が多数寄せられた。そ

こで、保健所保健師以外の支援者向けバー

ジョンを令和 3 年度に作成し、希望者並び

に県内の市町村、社会福祉協議会などの支

援者に配布することとした。 

 

②依存症出張事例検討会 

出張事例検討会は、保健所を会場として

以下のように開催した（図 6）。 

湯沢保健所：6 機関 11 名（1 事例） 

横手保健所：7 機関 12 名（2 事例） 

大館保健所：4 機関 10 名（1 事例） 

大仙保健所（ICT による遠隔開催）：4 機関

7 名（1 事例） 

湯沢保健所（ICT による遠隔開催）：4 機関

8 名（1 事例） 

 

図６ 出張事例検討会

精神保健福祉センターが地域（ 保健所等） へ出向いて開催

●保健所の希望により開催
●精保センター職員（ 所長、 保健師、 心理職） によるチーム編成
●各保健所等から事例を出してもらう 。 （ 会場は保健所等）
●参加者は保健所に一任。 関係者にも参加してもらう
●事例がない場合は、 研修会や情報交換の場とする

＜事例検討会のルール＞

○事例はみんなで考え、みんなが発言する
○誰かを責める会にしない
○人の話はさえぎらない
○事例提供者の支援内容を否定／批判しない
○ファシリテーターの指名には応える
○事例提供者をねぎらう

Ｈ31年度：4保健所4回
Ｒ2年度：4保健所5回

Ｈ31年度：40機関、79名
Ｒ2年度：25機関、48名

 

 

なお、事例検討会は、保健所が行う地域

の多機関による事例検討の方法を啓発する

場ともなった。下の写真は湯沢保健所を会

場とした出張事例検討会の模様である。 
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ICT を用いて行った当センターと湯沢保

健所の遠隔事例検討会の際には、依存症の

自助団体のまとめ役である精神科専門病院

PSW の参加も得た。 

 

③スキルアップ研修会 

図 7 に平成 30 年度、平成 31 年度、令和

2年度に行ったスキルアップ研修会を示す。 

 

⽇々の⽀援に必要なスキルが⾝につけられる研修会を開催

●今年度は２回を予定。
●ワークを取り⼊れた実践的な内容、すぐに役⽴つ内容を予定

図７ スキルアップ研修会

◇令和元年１ ０ 月１ ８ 日開催 SA T-Gを用いた支援について実践研修
講師： 島根県精神保健福祉センター

◇令和２ 年１ 月１ ７ 日開催 依存症関連研修
講師： 埼玉県立精神医療センター 成瀬暢也 副院長
活動報告： 秋田ダルク

◇令和３ 年１ 月１ ２ 日開催 センター所長会厚労省研修（ SA T-G実践研修)
講師： 島根県精神保健福祉センター

＜SAT-G研修 修了者＞
保健所、医療機関、相談機関、

自助グループ等 63名
 

 

④依存症対策事業の効果検証 

令和 2 年度の依存症対策事業の効果を検

証するために、県内 7 保健所における依存

症についての相談数（人数及び延べ人数）

を平成 30 年度、平成 31 年度、令和 2 年度

（アルコール、薬物以外については平成 31

年度と令和 2 年度）について集計した（図

7, 8）。 

 

 

 

 

図からも明らかなように、数の多いアル

コール依存の相談件数は、実人員について

は 3 年度で増減は少なかったが、延数は著

しい増加を示した。また、数は少ないもの

のギャンブル依存、ゲーム依存の相談件も

増加しており、特に延数の増加が顕著であ

った。 

 

Ｄ．考察 

2 年目の依存症支援体制整備事業の効果

を検証するために県内保健所の依存症相談

件数を調査したところ、アルコール依存に

ついては延相談数の増加が顕著であった。

このことは、依存症支援ツールの導入以前

は 1 度のみの相談で終わっていたものが、

導入後に継続的支援に置き換わりつつある

ことを示唆する。アルコール依存症の支援

には支援者と、当事者および家族の間の関

係性構築が必要であり、その関係性の構築

には時間がかかる。関係性が構築されて初

めて息の長い継続支援が可能となる。保健

所でアルコール依存症に対する継続支援が

増加していることは、当センターの保健所

支援の有効性を示す 1 つの成果であると考

えられる。 

数は少ないものの、ギャンブルとゲーム

依存についても保健所における相談件数と

延数が増加していることも重要である。こ

れに関しては、スキルアップ研修等で

SAT-G の実践研修を複数回開催したことが

役立っているものと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

当センターの行ったツールの提供、実践

研修・ワークショップの開催、出張事例検

討会の開催など、さまざまな手段を重層的

に用いた保健所の人材育成・体制整備によ

るボトムアップ式の依存症支援体制整備は、

地域における依存症の支援体制構築に有用

である。依存症以外の PNPCC に対する地

域支援体制の構築にも、この方法が有効で

ある可能性は高いものと思われる。研究②

の引きこもり相談支援体制構築と合わせ、

保健所の人材育成・体制整備によるボトム

アップ式の「にも包括ケアシステム構築支

援」のモデルとなることが期待される。 
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研究② 引きこもり相談支援体制構築への

依存症支援体制整備事業の応用 

 

A．研究目的 

当センターでは平成 25 年より秋田県引

きこもり相談支援センターを運営している。

専任のコーデイネーター3 名を擁し正職員

である精神科医、心理士、保健師がそれを

バックアップする体制となっている。図 1

に相談件数の年次推移を示す。 

 

 

 

実件数に比べて延件数の増加がより顕著

である。これは多くの引きこもり相談が時

には年余にわたる継続支援となるからであ

る。従って、当センターで支援可能な

capacity は、ほぼ飽和状態であると言って

良い。無論、県内の保健所でも引きこもり

の相談を受けているが、その総数は実件数

で 20-30 件、延数で 100 件前後に止まる。

また、当センターに寄せられる相談の約半

数は、当センターの所在地である秋田市以

外からのものである。相談や支援を受ける

ために遠方から当センターに繰り返し来所

している当事者・家族の負担は大きい。 

 このような実情はひきこもりの当事者及

び家族にとっては決して望ましいものでは

ない。引きこもりの相談支援も、彼らが居

住する地域で可能となる体制の構築が望ま

れる。そのためには地域の保健所が市町村

と連携して地域の引きこもりの当事者・家

族の相談に応じ、支援する機能を高める必

要がある。 

本研究の目的は、引きこもり相談支援に

依存症支援体制整備事業の実践経験を応用

して、保健所の引きこもり支援機能を高め

ることにある。最終的には保健所が自ら相

談・支援の数を増やすだけではなく、管内

の市町村やその他の支援機関における引き

こもり支援をリードすることを目指す。 

 

B．研究方法 

依存症支援体制整備事業に習い、以下の

事業を行った。①引きこもり相談・支援を

行うためのツールの開発、②実践研修・ワ

ークショップの開催、③出張事例検討会の

開催。 

 

C．研究結果 

① 引きこもり相談・支援を行うためのツー

ルの開発 

目下、引きこもりの相談・支援ガイドブ

ック（支援者向け及び家族向け）を作成中

で、令和 3 年 6 月にその完成が予定されて

いる。表紙と目次の一部を図 2, 3 に示す。 

 

 

 

 

 

② 実践研修・ワークショップの開催 

ツール完成までは、年に 2 回開催の引き

こもり相談・支援スキルアップ研修会で人

材の育成にあたる。従来は講演形式の研修

会のみであったが、本年度はそのうちの１

回を事例検討の実践の場とした。第１回は

講演方式で開催した。その内容は、「引きこ

もり〜原点に戻って考える」と、活動紹介：
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当事者の会における「SST について」、であ

った。参加者の構成とアンケート結果を図

4 に示す。 

 

 

 

第 2 回は二つの事例を小グループに分か

れて検討する事例検討会形式で行った。そ

の会場の模様を図 5 に、参加者の構成とア

ンケート結果を図 6 に示す。 

 

図５ スキルアップ研修会における⼩グループに分かれての事例検討

 

 

 

 

講演を通じて引きこもり支援は息の長い

継続的な営みであること、家族支援が重要

であることの理解が得られた。事例検討会

の経験は参加者に引きこもり支援の実践を

行う動機付けとして極めて有用であったと

思われる。 

 

③ 出張事例検討会 

依存症に関する出張事例検討会を開催し

た保健所から、引きこもりについての事例

検討開催の要請があった。遠方のため、Web

を用いた検討会とした。Web によっても十

分に有用な事例検討が行えることが確認さ

れた。 

 

 以上より、引きこもり相談支援体制構築

について依存症支援体制整備事業の成果を

応用する基盤は概ね整ったものと考えられ

る。 

 

D．考察 

 引きこもりの当事者とその家族に対する

相談・支援は息の長いものであり、それゆ

え一層に当事者の居住する地域で継続的な

相談・支援が行えることが重要である。市

町村が第一の相談・支援にあたることが望

まれるが、市町村の対応能力には著しいば

らつきがある。地域によっては、全く相談・

支援の窓口がない市町村もあれば、市町村

以外の社会福祉協議会や NPO 法人が引き

こもりの相談・支援を担っている場合があ

る。従って、地域を管轄する保健所が地域

の実情に応じて引きこもりの相談・支援態

勢を構築することが極めて重要である。研

究①で行ったツールの提供、実践研修・ワ

ークショップの開催、出張事例検討会の開

催などさまざまな手段を重層的に用いた保

健所の人材育成・体制整備によるボトムア

ップ式の依存症支援体制整備の方法は、引

きこもりの相談・支援態勢構築にも応用で

きるものと考える。そのためのツールの開

発は概ね終了し、令和 3 年度にはツールの

普及に向けた実践研修・ワークショップを

県内の保健所を会場として複数回開催する

ことを計画している。ツールの無い現状で

も、人材育成に向けたスキルアップ研修は

十分有用であることが参加者のアンケート

結果からも窺われる。特に、事例検討の実

践ワークショップは、現在参加者が行って

いる引きこもりの相談・支援業務に直接役

立つものであり、また、新たに相談・支援

を開始しようとする支援者候補の後押しを

することが期待される。次年度には、依存
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症のみならず引きこもりについても当セン

ターと保健所及び市町村等の参加する出張

事例検討をリアルと遠隔で複数回開催する

ことで引きこもりの相談・支援の実践をさ

らに広げることを目指す。 

 

E．結論 

 依存症の相談支援体制整備事業に準じた

引きこもり相談・支援体制整備のための準

備は整ったものと考えられる。次年度はア

ウトプットとして、保健所における引きこ

もり相談・支援件数の増加と、当センター

の抱える引きこもりの相談・支援をその居

住地の保健所や、市町村に引き継ぐ件数の

増加を評価する。 

 

 

研究③ 当センターと保健所の連携を支え

る ICT network: Akita Mentalhealth ICT 

Network (AMIN) の構築 

 

A．研究目的 

秋田県精神保健福祉センターは、保健所

の人材を育成し、保健所の依存症と引きこ

もりに対する相談・支援体制を向上させる

ことを通じて、ボトムアップ式に依存症と

引きこもりに対する地域ケアシステムの構

築を支援している。研究①と②の結果から、

そのための手段として、当センターの多職

種チームが参加する、保健所を会場とした

地域の支援者の集う事例検討会を開催する

ことが極めて有用であることが示された。

しかし、広範な面積を有する豪雪地帯であ

る秋田県で、全ての保健所に当センターの

多職種チームが実際に赴くことは困難であ

る。まして、コロナ禍の元、県内とはいえ

ども、移動には制限がかかる。このような

状況のもとでも、当センターと保健所の地

域精神保健活動の連携を支える資源として、

ICT network: Akita Mentalhealth ICT 

Network (AMIN) を構築することが本研

究の主な目的である。 

 

B．研究方法 

厚労科研事業として、5 台のタブレット

端末とポケット型 WiFi、及び安全な接続が

できる Web 会議システムの契約を行った。

それらのうち、1 台は当センターに、3 台は

県内 3 ヶ所の保健所に、1 台は県内の依存

症者及び家族の各種自助団体のまとめ役で

ある精神科専門病院勤務の PSW の元に置

いた。依存症と引きこもりに対する相談・

支援への ICT の導入についてさまざまな試

行を行い、AMIN 構築に向けた準備を行っ

た。 

 

C．研究結果 

図 1 にタブレットの活用状況を示した。 

 

＜依存症関連＞

月日 対象 用務 参集範囲 人数

5月29日 大館保健所職員 【端末３】配布・説明 精保：２、ＨＣ２ 4

6月2日 〃 打合せ・試行 〃 4

6月30日 自助団体ＰＳＷ 【端末１】配布・説明 精保２、PSW 3

8月26日 　　　〃 ワークショップ打合せ② 精保２、PSW 3

9月8日 　　　〃 ワークショップ打合せ③ 精保３、大館ＨＣ１、PSW 5

7月2日 湯沢保健所職員 【端末２】配布・説明 精保３、湯沢ＨＣ２ 5

大仙保健所職員 【端末２】配布・説明 精保１、大仙ＨＣ２ 3

10月1日 大仙保健所職員 事例検討会準備 精保２、大仙ＨＣ２ 4

10月2日 大仙保健所職員 事例検討会（ＷＥＢ） 精保３、大仙ＨＣ３、美郷町１ 7

2月8日 湯沢保健所職員 事例検討会準備 精保１、湯沢ＨＣ１ 2

2月9日 湯沢保健所職員 事例検討会（ＷＥＢ）
精保４、湯沢ＨＣ２、湯沢市

１、光幸
8

48

＜ひきこもり関連＞

5月20日 グループ参加者 青年グループ（ＷＥＢ） 精保１、ひき１、対象４ 6

5月26日 プログラム参加者 ＳＳＴグループ５月（ＷＥＢ） 精保１、ひき１、対象１ 3

6月23日 プログラム参加者 ＳＳＴグループ６月（ＷＥＢ） 　精保１、ひき１、対象２ 4

10月13日 横手保健所職員 事例検討会（ＷＥＢ） 精保３、ひき１、大仙ＨＣ2 4

9月4日 対象者（Ｙ・Ｓ） 個別面接（ＷＥＢ） ひき１、対象１ 2

10月6日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

11月9日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

12月9日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

1月13日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

2月10日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

3月12日 対象者（Ｙ・Ｓ） 　　　〃 ひき１、対象１ 2

図１、　タブレット活用状況

 

 

依存症支援への ICT の活用 

依存症支援に関しては、当センターと保

健所を結んだWeb事例検討会を 2保健所で

行うことができた。その模様を図 2 に示す。 
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湯沢保健所の遠隔事例検討会では、当セ

ンターと湯沢保健所のスタッフのみではな

く、自助団体のまとめ役の PSW も勤務す

る病院から遠隔参加したが、円滑かつ有用

な事例検討を行うことができた。 

 

引きこもり支援における ICT の活用 

 引きこもり支援ではコロナ禍の元、来所

面談が困難になった一人の当事者との個別

面接を計７回行なった。また、当事者のグ

ループを対象に、今まで対面で行っていた

SST についてコロナ蔓延期に 2 回の遠隔

SST プログラムを開催した。 

 依存症に関する出張事例検討会を開催し

た保健所から、引きこもりについての事例

検討開催の要請があった。遠方のため、Web

を用いた検討会とした。図 3 にその様子を

示す。 

 

 

 

 湯沢保健所には保健所のスタッフのみな

らず自治体の職員も参加した。写真から窺

われるように、Web によっても十分に有用

な事例検討が行えることが確認された。 

 以上より、当センターと保健所の地域精

神保健活動の連携を支える資源として、

ICT network: Akita Mentalhealth ICT 

Network (AMIN) を構築することは極め

て有用であると考えられる。 

 

D．考察 

Web による遠隔事例検討会は円滑に施行

可能であることが確認された。また、その

準備等の事務連絡会議や、引きこもりの当

事者支援においても、ICT の活用は極めて

有用であることがわかった。 

 従って、AMIN の構築により、当センタ

ーと保健所の連携による依存症ならびに引

きこもりを対象とする地域における相談・

支援体制整備は顕著に加速することが期待

される。ただし、その前提として、多職種

チームを擁する当センターが、保健所の保

健師に対しさまざまな支援のツールを提供

し、その活用法の研修する機会を設け、出

張事例検討会などを通じて実践を応援する

ことを継続することが必須である。なぜな

らば、保健所保健師の平均在任期間が 3 年

以内と短いからである。すなわち、人事異

動にも耐える保健所の地域精神保健活動を

構築するためには、当センターが継続的に

人材育成を行うことが必須である。その際

に、AMIN による保健所との密な連携が大

きな武器となる。本研究ではモデル事業と

して依存症と引きこもりの支援体制構築を

取り上げたが、その成果は全ての PNPCC

を対象とする「人材育成・体制整備による

ボトムアップ式の『にも包括』ケアシステ

ム構築支援」にも役立つことが期待される。 

 

E．結論 

 AMIN の構築の準備は整ったものと結論

した。次年度には県内の全ての保健所（地

方中核都市の秋田市を除く）にタブレット

を貸与し、AMIN を用いて、依存症と引き

こもりの支援体制整備を促進することに役

立てることとする。 
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以下、研究①②③について記載。 

Ｆ．健康危険情報 

  なし。 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし。 

２．学会発表 

1. 清水徹男. 過疎と人口減少の進む秋田県

サイトからの報告. シンポジウム 87：地域

に根差した精神保健医療早期相談・介入シ

ステムの構築―MEICIS プロジェクト. 第

116 回日本精神神経学会学術総会 . 仙台 

(Web), 2020/9. 
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